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小平市子ども・若者計画策定の基本方針について 

１ 計画策定の背景 

国は、平成 22 年４月に子ども・若者育成支援推進法を施行し、これに基づき、従前の「青

尐年育成施策大綱」を引き継いで、「子ども・若者ビジョン」を策定した。 

また、東京都は、平成 27 年８月に「東京都子供・若者計画」を策定した。 

小平市ではこれまで、「小平市青尐年育成プラン」に基づき青尐年施策を推進してきたが、

子ども・若者をめぐる環境の悪化や子ども・若者が抱える問題の深刻化などに的確に対応

するため、小平市が今後目指すべき方向性と、その実現のための施策を明示し、これらを

総合的・体系的に推進する計画を策定するものである。 

 

２ 計画の位置付け 

 子ども・若者育成支援推進法第９条第２項を策定根拠とする。 

計画は、小平市が今後進める子ども・若者施策の基本的方向や目標を示すものである。 

また、計画の一部を、子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく市の子ども貧困対

策に位置付ける。 

なお、計画の策定に当たっては、「小平市第三次長期総合計画」及び関連する個別計画等

との整合を図る。 

 

３ 計画対象期間 

平成 30 年度から平成 39年度までの 10 年間とする。 

 

４ 計画策定体制 

(１) 小平市青尐年問題協議会による検討 

 青尐年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重要事項

を調査審議する市長の附属機関である小平市青尐年問題協議会において、計画案等につ

いての意見を聴取する。 

(２) 市民からの意見・要望の収集 

 計画策定に当たっては、素案段階で小平市ホームページや市報により意見募集を行う。 

(３) 庁内体制の確保 

計画案の調整は、庁内関係課で構成する小平市子ども・若者計画庁内検討委員会によ

り行うとともに、庁議に報告する。 

 

５ 計画策定上の留意事項 

(１) 市議会への報告 

策定作業の進捗状況については、必要に応じて適宜、市議会に対して報告するものと

する。 

２ 
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(２) 情報の公開 

 小平市青尐年問題協議会は公開とし、会議の要旨及び審議資料等については、終了後

速やかに、ホームページ等で公表するものとする。 

 

６ 実態調査の実施について 

 平成 28年度中に実態調査を実施し、計画策定の基礎資料とする。 

調査に当たって、調査票の設計や結果の分析等の実務を担当する庁内検討部会（ワーキ

ングチーム）を、小平市子ども・若者計画庁内検討委員会の下部組織として設置する。 
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７ 計画策定スケジュール概要 

  
青尐年問題協議会（会議内容） 

／市民参加 
庁内 

28 年 ５月 ◆計画策定基本方針公表 
庁内検討委員会 設置 

庁内検討部会 設置 

 ６月 青尐年問題協議会開催① 
 

 ８月 青尐年問題協議会開催②  

 10 月 青尐年問題協議会開催③  

 11 月 ◆実態調査実施  

29 年 １月 （青尐年問題協議会公募委員募集）  

 ３月 
青尐年問題協議会開催④ 

◆実態調査報告  

29 年 ４月 

青尐年問題協議会開催⑤ 

（任期満了に伴う依頼状交付） 

（実態調査・策定の概要説明） 

 

 ５月   

 ６月 
青尐年問題協議会開催⑥ 

（現状・課題の把握） 
 

 ７月   

 ８月 
青尐年問題協議会開催⑦ 

（目標・施策等） 
 

 ９月   

 10 月 
青尐年問題協議会開催⑧ 

（素案） 

 

 11 月 ◆市民意見募集  

 12 月   

30 年 １月 
青尐年問題協議会開催⑨ 

（市民意見・計画案） 

 

 ２月   

 ３月  計画書印刷・製本 

※青尐年問題協議会の開催月及び会議内容は変更の可能性あり 

 

 

 

適宜開催 
適宜開催 

庁議（素案） 

庁議（市民意見・計画案） 
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小平市子ども・若者計画の位置付けについて 

 

小平市子ども・若者計画は、「小平市第２次青尐年育成プラン」の後継計画として、「子

ども・若者育成支援推進法」に基づく「市町村子ども・若者計画」として位置付けます。 

また、本市の上位計画である「小平市第三次長期総合計画」をはじめとして、「小平市教

育振興基本計画」、「小平市地域保健福祉計画」、「小平市障がい者福祉計画」、「小平ア

クティブプラン２１」、「小平市子ども・子育て支援事業計画」などの関連する計画との整

合を図り、相互に連携して計画を推進していきます。 

今後、新たな課題や環境の変化に対応できるよう、柔軟性をもって関連施策を進めるとと

もに、社会・経済状況の変化や国の動向を勘案しながら必要が生じた場合には、計画期間内

での見直しを行うことがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・若者育成支援推進法第９条第２項 

市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作成されている

ときは、子ども・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若者計画）を勘案して、当該

市町村の区域内における子ども・若者育成支援についての計画(市町村子ども・若者計画)を

作成するよう努めるものとする。 


